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 福井県内では，1987 年 7 月 16 日に越前岬の国道 305 号で岩盤が崩壊（1,000m3）し，ロッ






         図 1.1 典型的な落石地形の模式図 2) 
 
          表 1.1 落石と岩盤崩壊の相違点 



































































           




しかし，対象斜面が 40m 以上の場合では，高さを 40m として算出する判断もできる。岐阜
大学工学部社会基盤工学科の地圏マネジメント工学講座（八嶋・沢田研究室）による「落石
防護対策の落石調査・設計方法および工法選定に関する実態調査」におけるアンケート回答
に基づく報告では，表 1.2 に示すように長大な斜面であっても終端速度から落下高さを 40m
と定めるケースが半数以上と記載されており，運動エネルギーが過小に評価される可能性を
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       図 1.4 落石対策便覧による落石対策工のフローチャート 1) 
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 主な予防対策工の適応条件を表 1.3，主な防護対策工の適応条件を表 1.4，表 1.5に示す。 
 
               表 1.3 主な予防対策工一覧 








切 土 工 




排 水 工 
植 生 工 
●特に制約条件なし。 
根 固 工 







擁 壁 工 





























岩 接 着 







表 1.4 主な防護対策工一覧（1） 























































































表 1.5 主な防護対策工一覧（2) 
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目  的 問題点に関して，解決するための方針を示す。 
 



















                    




■第 5 章 新たな落石防護対策工の提案 
課題 エネルギー基準による新たな現実性の高い対策工が望まれる。 
対策 近年，開発された材料を用いた新たな対策工とその設計方法を提案する。 
                     
■第 6 章 落石対策における今後の課題 
課題 落石対策の問題点を抽出する。 
対策 問題点に対して著者の現時点での対応および今後の課題について述べる。 
                    
■第 7 章 結 論 
落石対策の様々な課題に対して総合的な提案を行い結論とする。 

































































































         
             図 2.1 落下高さと落石速度の関係 1) 
 






A 硬岩，丸状；凹凸小，立木なし 0.05 0～0.1 
B 軟岩，角状～丸状；凹凸中～大，立木なし 0.15 0.11～0.2 




























A 沢 10 153 47 640 0.62 1031 0.35 
B 沢 10 168 46 440 0.76 1112 0.35 
C 沢 10 159 49 540 0.76 1106 0.35 
勝山 9 号 10 223 42 680 0.63 1363 0.35 
勝山 10 号 10 223 42 1180 0.42 1363 0.35 
勝山 11 号 10 226 43 430 0.75 1412 0.35 
向山 2 号注 1 
10 63 53 400 0.48 - - 
50 63 53 2010 0.48 - - 
浄土 1 号注 2 17 30 41 400 0.19 420 0.15 
浄土 4 号 120 89 40 5260 0.43 6379 0.35 
三段
滝 6号 
A 沢 5 148 42 320 0.51 452 0.35 
B 沢 5 197 40 260 0.62 574 0.35 
三段滝 7 号 5 83 43 190 0.51 259 0.35 
三段滝 10 号 
10 169 44 730 0.55 1077 0.35 
30 75 47 860 0.66 1516 0.35 
三段滝 14 号 10 120 45 160 0.87 780 0.35 
   注 1：上部岩盤急崖，下部は崖錐の緩斜面，注 2：岩盤露出部分が多く地形的凹凸も多い。 
 
表 2.2は，落下高さが 40m 以上の長大斜面を対象として，著者が行った落石シミュレーシ







































図 2.2  落石の軌跡の模式図 
 
 



























図 2.4（a）に示すように斜面勾配を θ，摩擦係数を μ’とする。初速度を V0として，斜面に


























図 2.4（b）に示すように，質量 m，半径 r の一様な球状の落石がすべることなく，回転し
ながら斜面を落下する場合，斜面に沿った t 秒後の移動速度 V および t 秒間に斜面に沿って進
む距離 S は，次式で与えられる。 
























 θμθga cos'sin 
'tan μθ 







































































                （b）回転運動 













図 2.5に示すように，斜面上のある点（x0 , y0）から，水平となす角 β，初速度 V0で飛び出
す物体の落下点の座標（xd , yd）は，次式で与えられる。 
 
 
                                   (2.12) 
 
 
また，空気抵抗係数 αkを考慮した場合の t 秒後の x 方向，y 方向の速度（Vx , Vy）および位










































































θgtVV VV cos0 
rVV 0＞
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図 2.5  落石の跳躍運動と衝突運動   
ｄ）衝突運動 
図 2.5に示すように，斜面への衝突前の入射角度を β1，入射速度を V1，衝突後の反射角を
β2，反射速度を V2とすると，衝突後の速度の斜面に対して鉛直方向および斜面方向の速度成





















22 sincos βeβργ 
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表 2.3 落石の運動形態の分類とシミュレーションに必要なパラメータ 3) 
運動形態 要 因 パラメータ パラメータの算出法 














跳躍運動 空気抵抗 空気抵抗係数（αk） 理論式 
































表 2.4 既往の落石実験から求めたパラメータ       ( )内の数値は標準偏差を示す 







平均値 0.69 (0.18） W<10 岩盤 薗原 A 斜面（日本道路公団）の実験 
平均値 0.48 (0.06） W<10 崖錐 薗原 B 斜面（日本道路公団）の実験 
平均値 0.69 (0.18） W 10 岩盤 立山有料道路（富山県）の実験 











平均値 0.54 (0.28) W<10 岩盤 薗原 A 斜面（日本道路公団）の実験 
平均値 0.58 (0.26) W<10 崖錐 薗原 B 斜面（日本道路公団）の実験 
平均値 0.275 (0.28) W 10 岩盤 立山有料道路（富山県）の実験 
平均値 0.275 (0.22) W 10 崖錐 甲田（金沢大学）の実験 
接線反発
係数 
平均値 0.58 (0.25) W<10 岩盤 薗原 A 斜面（日本道路公団）の実験 
平均値 0.77 (0.17) W<10 崖錐 薗原 B 斜面（日本道路公団）の実験 
平均値 0.78 (0.25) W 10 岩盤 立山有料道路（富山県）の実験 
平均値 0.78 (0.18) W 10 崖錐 立山有料道路（富山県）の実験 
限界速度 平均値 4.69 (2.02) なし 岩盤 薗原 A 斜面（日本道路公団）の実験 

















運動形態に対し，速度が 0 になった場合，落下は停止し計算を終了する。 
 29 
落石がすべり運動している場合は，すべり運動を続けるか，回転運動に移行するかを式
（2.11）で判定する。法線反発係数 e を 0 < e < 1 の範囲で取り扱っているため，落石が跳躍運
動を一度始めると，他の運動形態に移行しなくなる。そこで，斜面衝突後の斜面方向の跳躍





                   
 




        図 2.7 確率密度関数の例 
  
 







レーション結果の比較が報告されている 5)。発破で落下させた多数の落石（総数 219 個，最



















































































石川 A 21.0 49.5 36.7 217.1 0.60 199/300 100% 
石川 B 2.0 42.4 39.3 35.4 0.51 290/300 100% 
福井 A 66.3 159.0 39.7 1419.3 0.73 300/300 100% 
福井 B 37.0 159.0 39.7 592.1 0.75 300/300 100% 
福井 C 13.6 96.0 43.2 105.9 0.87 292/300 80% 
福井 D 13.6 110.1 42.8 213.4 0.81 180/300 80% 
福井 E 1.7 96.0 43.2 31.3 0.78 218/300 80% 
福井 F 1.7 110.1 42.8 37.3 0.76 145/300 80% 
福井 G 7.0 61.3 37.3 74.2 0.64 240/300 90% 
福井 H 7.0 47.1 36.6 28.1 0.69 101/300 90% 
富山 A 20.0 140.3 41.5 356.6 0.78 300/300 100 
富山 B 10.0 119.2 46.2 371.5 0.75 300/300 60% 
富山 C 10.0 133.4 44.2 594.4 0.58 300/300 100% 
富山 D 10.0 159.2 43.8 662.3 0.60 300/300 60% 
富山 E 10.0 130.5 46.9 832.3 0.45 293/300 100% 
富山 F 15.0 130.5 46.9 1270.4 0.44 297/300 100% 
富山 G 20.0 130.5 46.9 1741.0 0.42 298/300 100% 
富山 H 30.0 130.5 46.9 2359.5 0.48 291/300 100% 
富山 I 10.0 110.6 42.3 308.8 0.68 244/300 100% 
富山 J 15.0 110.6 42.3 465.8 0.68 230/300 100% 
富山 K 20.0 110.6 42.3 736.3 0.63 240/300 100% 
富山 L 30.0 110.6 42.3 1307.4 0.58 112/300 100% 
富山 M 10.0 42.1 43.0 187.1 0.56 299/300 100% 


























新潟 A 55.0 135.3 39.6 258.0 0.80 236/300 100% 
新潟 B 1.7 42.1 46.9 24.8 0.73 300/300 100% 
新潟 C 468.0 193.3 36.1 13004.1 0.63 275/300 100% 
新潟 D 109.0 41.4 43.0 2128.4 0.53 300/300 90% 
新潟 E 5.0 84.8 40.5 1419.3 0.73 281/300 90% 
新潟 F 10.0 84.8 40.5 197.3 0.49 299/300 90% 
三重 A 5.1 45.5 44.2 87.0 0.64 283/300 80% 
三重 B 5.1 53.5 44.7 43.8 0.61 283/300 80% 
三重 C 5.1 58.6 45.0 159.1 0.52 283/300 80% 
三重 D 17.85 44.2 44.2 315.4 0.62 292/300 80% 
三重 E 17.85 52.2 44.7 447.3 0.56 292/300 80% 
三重 F 11.0 42.8 40.6 150.6 0.61 300/300 80% 
三重 G 41.0 49.2 42.3 1019.7 0.49 300/300 80% 






















図 2.12 平均斜面勾配と等価摩擦係数の関係 
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   以上の結果を表 2.6 にまとめる。表 2.1 に加えて，表 2.6 の等価摩擦係数を用いて，40m
以上の落下高さの斜面に便覧式を適用することを提案する。表 2.6では，斜面勾配 45°でボー
ダーラインを設け，45°未満では落下高さ 50m で等価摩擦係数を 0.5 とした。45°以上では落




     実際，算定される運動エネルギーは，便覧式において実落下高さで算定した場合では過大
となり，落下高さ 40m を上限とした場合では過小になることが知られている。提案式では，
全体的な傾向として，これらの中間的な値となる。 
   
      表 2.6 落下高さ 40m 以上で用いる等価摩擦係数（崖錐斜面を対象） 
平均斜面勾配（θ) 落下高さ（H) 等価摩擦係数（μ） 等価摩擦係数の提案式 
 
45°未満 
  50m 0.50  
μ=0.45+0.001・H  100m 0.55 
 150m 0.60 
 200m 0.65 
45°以上   50m 0.35 μ=0.30+0.001・H 
























































































ギーとの比であり，落石対策便覧では既往の落石実験より 0.1 としている。 
 衝突高さを予測するためには，落石の跳躍量を把握する必要がある。落石対策便覧では図
3.1に示す軌跡の最大跳躍量を採用するとしており，「最大跳躍量 h は，一般的な斜面形状の





量は 2m 以上になることがあり，落下高さの大きい場合には 4～5m に達することもある。」と
している。さらに，個々の現場状況に応じた落石シミュレーションを実施することが望まし
いとしている。 













A 硬岩，丸状；凹凸小，立木なし 0.05 0～0.1 
B 軟岩，角状～丸状；凹凸中～大，立木なし 0.15 0.11～0.2 






              








 図 2.9 に示すように，富山県の立山有料道路における長大斜面で実施された大規模な落石






















    図 3.2 落石シミュレーションにおける跳躍量照査のパターン 
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石川 A 2.0 54.2 33.6 11.23 5.10 163/300 80% 
石川 B 2.0 40.2 31.4 1.97 1.68 290/300 100% 
石川 C 2.0 67.6 33.1 4.36 3.65 109/300 100% 
石川 D 2.0 42.4 39.3 1.73 1.34 290/300 100% 
石川 E 1.0 30.3 37.8 1.60 1.26 226/300 100% 
石川 F 7.0 16.9 37.2 1.35 1.08 236/300 100% 
石川 G 1.7 75.3 38.9 0.93 0.72 278/300 100% 
石川 H 158.2 169.0 35.6 3.21 2.61 275/300 100% 
石川 I 58.0 58.8 57.0 2.41 1.31 299/300 30% 
石川 J 51.0 81.2 61.3 8.02 3.85 268/300 10% 
石川 K 21.0 49.5 36.7 3.21 2.57 199/300 100% 
石川 L 13.6 80.4 49.8 14.05 9.08 300/300 30% 
石川 M 17.0 25.0 47.8 9.58 6.43 167/300 40% 
石川 N 17.0 25.0 47.8 8.12 5.45 186/300 40% 
石川 O 17.0 25.0 47.8 0.69 0.46 139/300 40% 
石川 P 13.6 80.4 49.8 13.75 8.88 238/300 10% 
石川 Q 13.6 80.4 49.8 4.52 2.92 198/300 10% 
石川 R 56.2 63.2 33.6 7.98 6.11 289/300 80% 
石川 S 17.5 58.3 46.1 16.5 9.61 300/300 40% 
富山 A 10.0 119.2 46.2 3.60 2.49 300/300 60% 
富山 B 20.0 140.3 41.5 3.88 2.90 300/300 100% 
富山 C 10.0 133.4 44.2 4.59 3.29 300/300 100% 
富山 D 10.0 159.2 43.8 14.10 10.18 300/300 100% 
富山 E 10.0 42.1 43.0 3.17 2.32 299/300 100% 
富山 F 30.0 42.1 43.0 3.21 2.35 300/300 100% 
富山 G 509.6 47.0 31.8 1.69 1.44 14/300 100% 
福井 A 66.3 159.0 39.9 4.47 3.43 300/300 100% 
福井 B 37.0 32.9 38.4 1.60 1.25 151/300 100% 
福井 C 13.6 96.0 43.2 0.74 0.54 292/300 80% 
福井 D 13.6 110.1 42.8 5.37 3.94 180/300 80% 
福井 E 1.7 96.0 43.2 1.14 0.83 218/300 80% 
福井 F 1.7 110.1 42.8 9.42 6.91 145/300 80% 
福井 G 7.0 61.3 37.3 0.61 0.49 240/300 90% 
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福井 H 7.0 47.1 36.6 4.30 3.45 101/300 90% 
新潟 A 1.7 29.6 41.1 4.23 3.19 298/300 70% 
新潟 B 5.0 108.0 37.9 1.04 0.82 198/300 90% 
新潟 C 10.0 108.0 37.9 0.69 0.54 180/300 90% 
新潟 D 5.0 43.5 35.5 1.64 1.34 300/300 90% 
新潟 E 10.0 43.5 35.5 1.66 1.35 295/300 90% 
新潟 F 5.0 222.4 35.4 3.21 2.62 300/300 100% 
新潟 G 10.0 222.4 35.4 1.71 1.39 293/300 100% 
新潟 H 5.0 97.6 32.1 2.84 2.40 40/300 100% 
新潟 I 10.0 97.6 32.1 3.77 3.19 15/300 100% 
新潟 J 1.7 42.1 46.9 2.07 1.41 300/300 90% 
新潟 K 55.0 135.3 39.6 1.12 0.86 236/300 90% 
三重 A 67.3 10.0 41.8 - 1.08 300/300 100% 
三重 B 67.3 22.6 39.3 1.26 0.97 300/300 70% 
三重 C 33.7 14.3 41.6 - 1.08 300/300 100% 
三重 D 33.7 25.3 39.5 1.08 0.83 300/300 80% 
三重 E 5.1 45.4 44.2 - 2.61 283/300 70% 
三重 F 5.1 52.7 44.7 - 5.93 283/300 80% 
三重 G 5.1 57.3 44.5 13.10 9.34 61/300 80% 
三重 H 17.85 45.5 43.5 - 1.99 292/300 70% 
三重 I 17.85 53.5 44.7 - 5.54 292/300 80% 
三重 J 17.85 58.6 44.5 10.01 7.14 97/300 80% 
三重 K 5.1 28.7 42.5 - 1.64 286/300 80% 
三重 L 5.1 35.9 42.9 - 2.67 286/300 80% 
三重 M 11.0 34.5 41.9 - 1.19 300/300 70% 
三重 N 11.0 42.8 40.6 - 0.95 126/300 80% 
三重 O 41.0 49.2 42.3 - 1.87 300/300 80% 
三重 P 41.0 57.6 41.3 - 1.63 300/300 80% 



















図 3.5に要因①，図 3.6に要因①と②, 図 3.7に要因①と③, 図 3.8に要因②と③が重複
した事例の軌跡図を示す。要因②では下部の斜面勾配が急になるため，ジャンプ台のように
飛び出て跳躍量が増加する。要因②と③では，防護位置に近いため，防護対策工への影響が
大きくなる。図 3.5 と図 3.7 で，斜面全体の地形は同じで，小段の有無のみが異なるが，小
段がある図 3.7 の跳躍量が明らかに大きい。表 3.2 で，突起や凹凸が顕著な斜面を除くと，
跳躍量が 2m 以下となる比率は 29/42（約 70%）になる。 
 
       




           





















図 3.5 突起・凹凸が顕著な斜面における落石シミュレーションの事例 
 






図 3.7 突起・凹凸が顕著で山麓部に法面小段をもつ斜面おける落石シミュレーションの事例 
 
 

























           図 3.10 跳躍量と平均斜面勾配の関係 
 
 




















石川 A  ○ ○ 11.23 5.10 3.52 
石川 I  ○  3.21 2.61 0 
石川 K ○ ○  8.02 3.85 2.41 
石川 N  ○ ○ 9.58 6.43 3.14 
石川 O  ○ ○ 8.12 5.45 2.16 
石川 S  ○ ○ 7.98 6.11 0.57 
石川 T  ○ ○ 16.5 9.61 0.76 
福井 D  ○  5.37 3.94 0.27 
福井 F  ○  9.42 6.91 3.24 
福井 H  ○  4.30 3.45 0 
富山 D ○ ○  14.10 10.18 6.57 
新潟 A ○ ○  4.26 3.19 1.68 
三重 G ○ ○  13.10 9.34 7.92 
三重 J ○ ○  10.01 7.14 5.71 
 
3.2.4  跳躍量予測方法の提案 
 3.2.3の分析結果に基づいて，以下では，精度の高い新たな予測方法の提案を行う。 
a）標準的な値 
   斜面の地形的要因により跳躍量が大きく変化することを示した。突起や凹凸が顕著な斜面
を除いた比較的平坦な斜面では，跳躍量 2m 以下の比率が 70%，跳躍量 3m 以下の比率が 90%
となった。実際斜面で落石対策の設計において跳躍量 2m 以下と設定することは，比較的平
坦な斜面でも危険となる可能性がある。安全側の標準的な値として，跳躍量 3m を提案する。 
  b）落下高さ H（式 3.1 参照）からの予測 
過去の落石シミュレーションの整理結果では，図 3.9 に示したようにバラツキは大きいも
のの，跳躍量 h（m）と落下高さ H（m）に次のような傾向がある。 
 











   ここに，E：落石の運動エネルギー（kJ），W：落石重量（kN），g：重力加速度である。飛





座標 xd，yd を計算して軌跡が与えられ，跳躍量が決まる。 
 
     































































































































































 写真 4.1 岩接着モルタル工法施工前    写真 4.2 岩接着モルタル工法施工後 
 
     






























              図 4.1 モデル化 
 
X1(ω) = S (ω) I1(ω)                   (4.1) 


































































D                            (4.4) 














 計測で用いた 3 成分振動計は動電型タイプで，振動速度に比例した電圧が出力される。図
4.2 に分析処理のフローチャートを示す。試験計測で記録された波形をディスプレイ上に描
画して良好な記録を抽出し，以下に述べる①RMS 速度振幅比，②周波数応答関数，③コヒー























































































ので，次の RMS 速度振幅 A を求めて，浮石部と基盤部の振動速度振幅の比を求める。 
 





                                           (4.5) 
 
ここに， X ：振動記録の時系列，n：サンプリング個数である。RMS 速度振幅比は，基盤
部に対する浮石部の相対的な振幅の大きさを表しており，この値が大きいと浮石部が基盤部
より大きな振幅で揺れることを示し，基盤部との連続性が小さく危険性が大きいと判断でき































で計算する。②基盤部のフーリエ成分を X，浮石部のフーリエ成分を Y とすると，周波数応
答関数は，X＊Y/X2で与えられる（＊は共役複素数）。③次に示すハニングのウィンドウを実務
で一般的な回数として 10 回かける。 
 
        G0=0.5G0+0.5G1 
        Gk=0.25k-1+0.5G k+0.25Gk+1 k=1,2,…,m-1             (4.7) 
        Gm=0.5Gm-1+0.5Gm 
 
ここに，m：ラグの最大数である。上式で，G0については第 1 波なので G0と G1の平均を





























入出力が理想的な線形関係にあるときは 1，無相関であれば 0 となる。浮石の場合，ノイズ
の混入が多いときや，浮石部と基盤部の状態が複雑で入出力が線形関係でないときに，コヒ
ーレンスが 0 に近くなる。本論文では，表 2.2，2.4，2.6 に示すように，浮石部と基盤部に
おけるスペクトルの相関度合いを，相関 大（●）：コヒーレンス 0.8 以上で周波数帯域が広
い，相関 中（▲）：コヒーレンス 0.8 以上で周波数帯域が狭い，相関 小（□）：コヒーレン






























































































E 　  
 
ここに， 0 ， h ：補正値である。この式は線形の連立方程式であり，最小二乗法を用い
て 0 や h を求めることができる。詳細な手順は，次のとおりである。 0 と hの初期値を仮
定して，式（2.9）を用いて 0D と偏微分係数の値を計算する。測定された応答曲線の値と式（4.9）
から求められる値の差が最も小さくなるような 0 と h を最小二乗法で計算する。次に
)( 00   と )( hh  を次の解として，式（4.9）の値と測定された応答曲線の値の差が最も






いて，図 4.3（a）卓越周波数と RMS 速度振幅比の関係を用いる方法と，図 4.3（b）減衰定
数と RMS速度振幅比の関係を用いる方法の 2 種類にまとめられている 7,8,9)。図 4.3（a），（b）
のプロット点は，既往文献のデータである 9)。卓越周波数と RMS 速度振幅比の関係を用いる
場合，RMS 速度振幅比が 2 以上で卓越周波数が 30Hz 以下の領域は，安定性が低い。RMS 速
度振幅比が 2よりも小さい領域は，安定性が高い。減衰定数とRMS速度振幅比を用いる場合，








           (a) RMS 速度振幅比と卓越周波数の関係 
       
          (b) RMS 速度振幅比と減衰定数の関係 
             図 4.3 安定性判定図 9) 
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4.3 模型実験（その 1） 
 
4.3.1 実験内容 
図 4.4 と表 4.1，写真 4.5 と写真 4.6 に示すように，コンクリートブロック壁とアスファ
ルト舗装地盤を基盤部と見なし，コンクリート二次製品（U 字溝）を浮石の供試体とした。
表 4.1 に示す 3 種類の供試体を用いた。安定性評価のための計測（岩接着モルタル工法施工
前：以下では施工前と称する）で供試体は，いずれも立脚させておくだけとした。また，岩
接着モルタル工法施工後（以下では施工後と称する）では，供試体②と③の接着しない面は
図 4.4 に示すように，ビニールを挟む処理を行った。図 4.4 に供試体と振動計の配置を示す






タル 1)）を施工した。施工から 5 日後に施工後の振動計測を行った。実験後に供試体と接着モ
ルタル部分のコアボーリングを行い，接着部分について求めた引張強度は 1.25～1.44N/mm2であった。 
 
      
（単位 cm） 







表 4.1 施工後の供試体の状態（模型実験その 1） 
 
 
       




 表 4.2に RMS 速度振幅比，周波数分析結果，卓越周波数，減衰定数の結果を示す。表中の
－は，周波数応答関数の形状でピークが表れなかったために，卓越周波数と減衰定数の値が 
求められなかったことを示す。図 4.5（a）に RMS 速度振幅比を示す。図 4.3 に示したよう
に，落石危険度振動調査法では，RMS 速度振幅比の値が 2 より大きいと浮石部は不安定，2




ているのは，岩接着により U 字溝の体積が増加したためと考えられる。図 4.5（b）に卓越周
波数の結果を示す。図 4.3（a）に示したように，落石危険度振動調査法では，卓越周波数の











・供試体①（拘束箇所 2） － 




















供試体① X方向 2.17 鋭い単一のピーク 59.1 0.029 ▲
供試体① Y方向 2.22 鋭い単一のピーク 53.6 0.046 ▲
供試体① Z方向 1.15 ピークなし - - ▲
供試体② X方向 2.35 鋭い単一のピークと緩やかな台形状のピーク 51.0 0.055 ▲
供試体② Y方向 3.83 二つの鋭いピーク 33.9 0.021 ▲
供試体② Z方向 2.77 ピークなし - - ▲
供試体③ X方向 4.05 鋭い単一のピークと緩やかな台形状のピーク 51.7 0.047 ▲
供試体③ Y方向 3.84 二つの鋭いピーク 47.7 0.075 ▲
供試体③ Z方向 1.25 ピークなし - - ▲
供試体① X方向 1.43 緩やかな単一のピーク 220.9 0.644 ▲
供試体① Y方向 1.44 小さな単一のピーク 215.2 0.389 ▲
供試体① Z方向 1.15 ピークなし - - ▲
供試体② X方向 1.23 緩やかな単一のピーク 204.8 0.331 ▲
供試体② Y方向 1.32 小さな単一のピーク 205.0 0.259 ▲
供試体② Z方向 0.99 ピークなし - - ▲
供試体③ X方向 1.31 緩やかな単一のピーク 133.7 0.084 ▲
供試体③ Y方向 1.46 緩やかな単一のピーク 152.3 0.104 ▲














































































































































































              (c)減衰定数 





























































































































































4.4 模型実験（その 2） 
 
4.4.1 実験内容 







供試体の配置を図 4.10に，振動計の配置を図 4.11に示す。供試体の詳細を図 4.12に示す。雑振動
は周囲の道路を通行する車などの振動を利用した。施工前は，立脚しているだけの状態でそ
れぞれの供試体の振動計測を行った後，岩接着モルタルにより供試体と基盤部を接着や充填














      



















図 4.9 浮石部（沓石）の設置 （模型実験その 2） 
 
 





図 4.11 振動計設置図 （模型実験その 2） 
 


















項 目  接着材料 接着面積          内  容 
供試体 1 モルタル    100%  基盤部（平板）と浮石部（沓石）を完全に接着 
供試体 2 モルタル     25%  浮石部の底面積の 25%を基盤部と接着 
供試体 3 モルタル      0%  浮石部の底面及び基盤部にビニールを貼ることで，接着を完全に阻害 
供試体 4  油粘土     100%  モルタルの代わりに油粘土を用いて基盤部と浮石部を充填 
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浮石部
基盤部
D Kボン ド モルタルによる充填 ・ 接着
 
              （a）供試体 1 
 
   
浮石部
基盤部
D Kボン ド モルタルによる充填 ・ 接着
油粘土により
接着を阻害
接着箇所 （ 底面積の 2 5 ％ ）
































表 4.4に RMS 速度振幅比，周波数応答関数の形状，卓越周波数，減衰定数を示す。表中の
－は，表 4.2と同じように卓越周波数と減衰定数の値が求まらなかったことを示す。 
図 4.13（a）に接着前後の RMS 速度振幅比を示す。前述のように，落石危険度振動調査法
では，RMS 速度振幅比の値が 2 より大きいと不安定としている。施工前では，Z 方向を除い
て不安定領域となっているが，Z 方向は，鉛直方向であるため問題はない。また，どの供試





波数が 30Hz 以下で不安定であり，ばらつきも小さい。施工後は，供試体１に比べて供試体 3
と 4 はかなり周波数が低い。接着材の違いや接着の阻害による影響は，卓越周波数に現れて
いる。供試体 3 と 4 を比較すると，供試体 4 がやや周波数が高い。供試体 1 と 2 を比較する
と，2 の Y 方向の値が低い。供試体 2 の Y 方向の面は幅 2cm しか接着していないため，Y 方
向が X 方向に比べて不安定になると考えられる。 
図 4.13（c）に減衰定数の比較を示す。前述のように，落石危険度振動調査法では，減衰
定数の値が 0.2 より小さいと不安定としている。施工前は，どの供試体も 0.2 よりかなり小さ
くばらつきも小さい。施工後では，供試体 1 の減衰定数はかなり大きくなっているが，供試
体 2，3，4 は大きな変化がない。供試体 1 は，岩接着モルタルにより基盤部との一体化が進





















































































































































































































































































































































































































































































































































































（b）減衰定数と RMS 速度振幅比の関係 











 判定方法は，模型実験（その 1）で記述したとおりである。 
図 4.14 に卓越周波数と RMS 速度振幅比で表現した結果を示す。供試体 1 は，施工前は明
らかに不安定領域であり，施工後は，充填・接着により安定領域に移行しており，浮石部と
基盤部が一体化したことを示す。供試体 2 も同様な結果であるが，Y 方向の安定性の上昇が
小さいことから，X 方向に比べて Y 方向の周波数が低く，接着面積の影響を受けていると考
えられる。供試体 3 と 4 も，施工前は不安定領域であるが，施工後も接着している状態では
ないので安定性の上昇は小さい。供試体 1 に比べると周波数が低く，浮石部と基盤部の接着
状況の違いと考えられる。 
図 4.15 に減衰定数と RMS 速度振幅比で表現した結果を示す。供試体 1 は，施工前は不安




図 4.16（a）に図 4.14で示した供試体ごとの結果をまとめて示す。施工前では 4 種類の供
試体がほぼ同じ箇所にあり不安定である。施工後の位置は，浮石部と基盤部の一体化が十分
なものと不十分なものの 2 箇所に分かれている。 
図 4.16（b）に図 4.15 で示した供試体ごとの結果をまとめて示す。施工前は，4 種類の供
試体がほぼ同じ箇所にあり不安定である。施工後も図 4.15と同様の傾向を示すが，供試体 1
の Y 方向及び供試体 2 の結果から，接着面積の差による振動特性への影響は，卓越周波数よ
りも減衰定数が顕著である。 
結論として，施工後では，完全に縁切りされた供試体 3 と油粘土を充填した供試体 4 には
施工前後の差が見られず，岩接着モルタルにより接着された供試体 1 の結果とは大きく異な
る結果となった。これは，接着効果（基盤と一体化）と充填効果（未接着・密着状態）の安





















岩体を対象とした。浮石中の亀裂を境に区分した浮石部 1 と浮石部 2 にそれぞれ 1 台，基盤部
として 2 台の計 4 台の 3 成分振動計を設置した。振動計は，Xを斜面の等高線方向，Yを斜面傾
斜方向，ZをX-Y面と垂直方向となるように設置した。図 4.17に振動計設置，表 4.5に振動計間














表 4.5 振動計間の距離（現場実験） 
浮石部1 浮石部2 基盤部1 基盤部2
浮石部1 1.2 1.2 1.5
浮石部2 1.2 1.4 1.5
基盤部1 1.2 1.2 0.6




基盤部 1 と 2 は距離が短く，振動特性がほぼ同じなので，浮石部 1，2 と基盤部 1 を利用し
て振動分析を行った。表 4.6に RMS 速度振幅比，周波数分析結果，卓越周波数と減衰定数の
結果を示す。図 4.18（a)に RMS 速度振幅比の結果を示す。浮石部 2／基盤部 1 を除くと，岩
接着モルタル工法の施工前は，2 以上で不安定であるが，施工後は，2 以下で安定となってい



























表 4.6 分析結果（現場実験） 
 






























































                        （b）卓越周波数 
（c）減衰定数 





































































































































































図 4.20 減衰定数と RMS 速度振幅比の関係（現場実験） 
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（2）接着効果の判定 














































           表 4.7 模型実験（その 1）の結果 
 模型実験その 1 
供試体 1 供試体 2 供試体 3 
施 工 施工前 施工後 施工前 施工後 施工前 施工後 












RMS 速度振幅比 × ○ × ○ × ○ 
卓越周波数 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
減衰定数 × ○ × ○ × × 
                             ※ ○は安定，×は不安定を示す。 
               
表 4.8 模型実験（その 2）の結果 
 模型実験その 2 
供試体 1 供試体 2 供試体 3 供試体 4 
施 工 施工前 施工後 施工前 施工後 施工前 施工後 施工前 施工後 
















RMS速度振幅比 × ○ × ○ × × × ○ 
卓越周波数 × ○ × ○ × ○ × ○ 




× × × × 
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図 5.2 落石対策便覧に記載されている抑止くい 1) 




 エネルギー吸収性能は，実験結果から径厚比に着目して線形補間により，表 5.3～表 5.8
に示すように算定されている。算定した条件は，片持梁形式とし，終局変位角は 30°とする。 
なお，安全率と部材変位角および「変形拘束あり・なし」とその適応条件を表 5.1 と表 5.2
に示す。 
 確認できる設計・施工実績は，福井県内で 1 件，山口県内で 1 件，愛媛県内で 1 件，計 3





写真 5.1 落石緩衝杭の施工例（福井県内） 
 
 








                          表 5.1 安全率と部材変位角 
安全率 部材変位角 
変形拘束なしの場合 変形拘束ありの場合 
1.0 30° 30° 
1.5 15～19° 19～20° 
2.0 10～15° 14～16° 
 
        表 5.2 表記語句「変形拘束あり・なし」とその適応条件 
 適応条件 具体例 
















表 5.3 溶接構造用遠心力鋳鋼管緩衝杭の性能（外径φ150 ）                











9 16.7 48.0 17.0 50.8 32.3 
10 15.0 52.6 22.2 55.7 37.0 
11 13.6 57.0 27.2 60.4 41.5 
12 12.5 61.3 32.1 65.0 45.9 
13 11.5 65.5 36.8 69.4 50.2 
14 10.7 69.6 41.4 73.7 54.4 
15 10.0 73.5 45.8 77.8 58.4 
16 9.4 77.3 50.1 81.8 62.3 









 表 5.4 溶接構造用遠心力鋳鋼管緩衝杭の性能（外径φ200） 











12 16.7 113.7 40.3 120.4 76.5 
13 15.4 121.9 49.5 129.1 84.8 
14 14.3 129.9 58.5 137.6 93.0 
15 13.3 137.8 67.3 145.9 101.1 
16 12.5 145.4 76.0 154.0 108.9 
17 11.8 152.9 84.4 161.9 116.5 
18 11.1 160.2 92.7 169.6 124.0 
19 10.5 167.3 100.7 177.1 131.3 
20 10.0 174.2 108.6 184.5 138.5 
21 9.5 181.0 116.3 191.6 145.4 
22 9.1 187.6 123.9 198.6 152.2 























     表 5.5 溶接構造用遠心力鋳鋼管緩衝杭の性能（外径φ300） 











18 16.7 383.8 135.9 406.4 258.1 
19 15.8 402.3 156.7 426.0 277.0 
20 15.0 420.5 177.2 445.3 295.6 
21 14.3 438.5 197.5 464.3 314.0 
22 13.6 456.2 217.4 483.0 332.1 
23 13.0 473.6 237.1 501.5 349.9 
24 12.5 490.7 256.4 519.6 367.5 
25 12.0 507.6 275.5 537.5 384.8 
26 11.5 524.2 294.3 555.0 401.8 
27 11.1 540.5 312.8 572.3 418.6 
28 10.7 556.6 331.0 589.4 435.1 
29 10.3 572.4 349.0 606.1 451.3 
30 10.0 588.0 366.6 622.6 467.3 
31 9.7 603.3 384.0 638.8 483.0 
32 9.4 618.3 401.2 654.7 498.5 
33 9.1 633.1 418.0 670.3 513.7 

















表 5.6 溶接構造用遠心力鋳鋼管緩衝杭の性能（外径φ400） 











24 16.7 909.7 322.1 963.2 611.7 
25 16.0 942.7 359.2 998.2 645.4 
26 15.4 975.3 395.9 1032.7 678.8 
27 14.8 1007.6 432.2 1066.8 711.7 
28 14.3 1039.4 468.1 1100.6 744.3 
29 13.8 1070.9 503.6 1133.9 776.6 
30 13.3 1102.1 538.7 1166.9 808.4 
31 12.9 1132.8 573.4 1199.5 840.0 
32 12.5 1163.2 607.8 1231.7 871.1 
33 12.1 1193.3 641.8 1263.5 901.9 
34 11.8 1223.0 675.4 1294.9 932.3 
35 11.4 1252.3 708.6 1326.0 962.4 
36 11.1 1281.3 741.4 1356.7 992.1 
37 10.8 1309.9 773.9 1387.0 1021.5 
38 10.5 1338.2 806.0 1416.9 1050.6 
39 10.3 1366.1 837.7 1446.5 1079.3 
40 10.0 1393.7 869.0 1475.7 1107.6 
41 9.8 1421.0 900.0 1504.6 1135.6 
42 9.5 1447.9 930.7 1533.1 1163.3 
43 9.3 1474.4 960.9 1561.2 1190.6 
44 9.1 1500.7 990.9 1589.0 1217.6 
45 8.9 1526.6 1020.4 1616.4 1244.3 
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表 5.7 溶接構造用遠心力鋳鋼管緩衝杭の性能（外径φ500） 











30 16.7 1776.8 629.2 1881.3 1194.8 
31 16.1 1828.4 687.2 1935.9 1247.5 
32 15.6 1879.5 744.7 1990.1 1299.8 
33 15.2 1930.2 801.7 2043.7 1351.6 
34 14.7 1980.4 858.2 2096.9 1402.9 
35 14.3 2030.1 914.2 2149.5 1453.8 
36 13.9 2079.4 969.8 2201.7 1504.2 
37 13.5 2128.2 1024.8 2253.4 1554.2 
38 13.2 2176.6 1079.4 2304.6 1603.7 
39 12.8 2224.5 1133.5 2355.3 1652.8 
40 12.5 2271.9 1187.1 2405.6 1701.4 
41 12.2 2319.0 1240.2 2455.4 1749.5 
42 11.9 2365.5 1292.9 2504.7 1797.3 
43 11.6 2411.6 1345.1 2553.5 1844.5 
44 11.4 2457.3 1396.8 2601.8 1891.4 
45 11.1 2502.5 1448.0 2649.7 1937.8 
46 10.9 2547.3 1498.8 2697.2 1983.7 
47 10.6 2591.7 1549.1 2744.1 2029.3 
48 10.4 2635.6 1599.0 2790.6 2074.4 
49 10.2 2679.1 1648.4 2836.7 2119.0 
50 10.0 2722.1 1697.3 2882.3 2163.3 
51 9.8 2764.8 1745.8 2927.4 2207.1 
52 9.6 2807.0 1793.9 2972.1 2250.5 
53 9.4 2848.7 1841.5 3016.3 2293.5 
54 9.3 2890.1 1888.6 3060.1 2336.0 
55 9.1 2931.0 1935.3 3103.4 2378.2 
56 8.9 2971.5 1981.5 3146.3 2419.9 
57 8.8 3011.6 2027.3 3188.8 2461.2 





表 5.8 溶接構造用遠心力鋳鋼管緩衝杭の性能（外径φ600） 











36 16.7 3070.3 1087.2 3250.9 2064.6 
37 16.2 3144.7 1170.8 3329.6 2140.6 
38 15.8 3218.5 1253.8 3407.8 2216.0 
39 15.4 3291.7 1336.2 3485.3 2290.9 
40 15.0 3364.4 1418.0 3562.3 2365.2 
41 14.6 3436.5 1499.2 3638.6 2438.9 
42 14.3 3508.1 1579.8 3714.4 2512.1 
43 14.0 3579.1 1659.8 3789.6 2584.8 
44 13.6 3649.5 1739.3 3864.2 2656.9 
45 13.3 3719.4 1818.2 3938.2 2728.5 
46 13.0 3788.8 1896.4 4011.7 2799.5 
47 12.8 3857.6 1974.2 4084.6 2870.0 
48 12.5 3925.9 2051.3 4156.9 2940.0 
49 12.2 3993.7 2127.9 4228.6 3009.4 
50 12.0 4060.9 2203.9 4299.8 3078.3 
51 11.8 4127.5 2279.3 4370.3 3146.6 
52 11.5 4193.7 2354.2 4440.4 3214.4 
53 11.3 4259.3 2428.5 4509.8 3281.7 
54 11.1 4324.4 2502.2 4578.7 3348.5 
55 10.9 4388.9 2575.4 4647.1 3414.7 
56 10.7 4452.9 2648.0 4714.9 3480.4 
57 10.5 4516.4 2720.1 4782.1 3545.6 
58 10.3 4579.4 2791.6 4848.8 3610.3 
59 10.2 4641.9 2862.6 4914.9 3674.5 
60 10.0 4703.8 2933.0 4980.5 3738.2 
61 9.8 4765.3 3002.9 5045.6 3801.2 
62 9.7 4826.2 3072.2 5110.1 3863.9 
63 9.5 4886.6 3141.0 5174.0 3926.1 
64 9.4 4946.5 3209.3 5237.5 3987.7 
65 9.2 5005.9 3277.0 5300.4 4048.8 
67 9.0 5123.2 3410.8 5424.6 4169.6 














 落石対策便覧に記載されている落石防護擁壁の安定に関する検討手順を図 5.3 に示す。落
石対策便覧では，設計計算用の力学モデルと外力を次のように仮定している 1)。 
 
            
          図 5.3 落石防護擁壁設計計算フローチャート 1) 
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                 図 5.4 落石防護擁壁のモデル 1) 
 
 




















事例を図 5.6 と図 5.7 に示す。確認できる設計実績は，石川県内で 1 件，兵庫県内で 1 件，
設計・施工実績は群馬県内で 1 件である。群馬県内の施工例を写真 5.3に示す。 
 
           図 5.6 石川県内の設計例 
 
           図 5.7 兵庫県内の設計例 
 










 上記した問題を解決するために，吸収エネルギー算出方法を提案する 4)。 
（1）発泡スチロールの応力－ひずみの関係 
 発泡スチロールは，単位体積重量 ρ=150N/m3を用い，応力－ひずみ関係は図 5.8 で示した


















 図 5.9に示すように，落石が 100%貫入する場合の発泡スチロールの吸収エネルギーEwcは， 
 








                   (5.1) 
 ここに， 
        V5：発泡スチロール 5%ひずみに対応する貫入堆積（m
3） 
            V6：発泡スチロール 6%ひずみに対応する貫入堆積（m
3） 
            V100：発泡スチロール 100%ひずみに対応する貫入堆積（m
3） 
                 σ5：発泡スチロール 5%ひずみの応力（kN/m）  
               σ6：発泡スチロール 6%ひずみの応力（kN/m） 
               σ100：発泡スチロール 100%ひずみの応力（kN/m）    
   
 発泡スチロールの吸収エネルギーと層厚，落石径の関係を図 5.10に示す。 
 




















図 5.13に示すように，擁壁に作用する衝撃力 P は， 
 
P=A5・σ5＋A6・σ6＋・・・・・＋AN・σN 







                    (5.2) 
ここに，     
 A5：発泡スチロール 5%ひずみに対応する面積（m
2） 
               A6：発泡スチロール 6%ひずみに対応する面積（m
2） 
            AN：発泡スチロール N%ひずみに対応する面積（m
2） 
              σ5：発泡スチロール 5%ひずみの応力（kN/m）  
            σ6：発泡スチロール 6%ひずみの応力（kN/m） 































 発泡スチロール(密度 ρ=200N/m3)の繰り返し圧縮試験の結果を表 5.9，応力－ひずみ曲線を




           表 5.9 応力とひずみの値 
 応力(N/mm2) 
圧縮回数 1 回目 2 回目 3 回目 4 回目 5 回目 









5.0 0.133 0.063 0.058 0.040 0.040 
10.0 0.147 0.083 0.076 0.072 0.071 
15.0 0.158 0.097 0.088 0.085 0.840 
20.0 0.167 0.110 0.100 0.098 0.097 
25.0 0.176 0.126 0.113 0.114 0.111 
30.0 0.186 0.142 0.126 0.130 0.124 
35.0 0.197 0.164 0.148 0.153 0.143 
40.0 0.210 0.186 0.169 0.176 0.162 
45.0 0.226 0.222 0.200 0.209 0.192 
50.0 0.247 0.258 0.230 0.241 0.222 
55.0 0.272 0.323 0.281 0.302 0.274 
60.0 0.304 0.388 0.331 0.362 0.325 
65.0 0.347 0.494 0.431 0.466 0.438 










荷重の分散は，30°から 1：0.05 程度としている。 


































                 (5.6) 
ここに， 
σ’5：2 回目落下以降の発泡スチロール 5%ひずみに対応する応力（kN/m） 
σ’50：2 回目落下以降の発泡スチロール 50%ひずみに対応する応力（kN/m） 
P’5：2 回目落下以降の発泡スチロール 5%ひずみに対応する衝撃力（kN） 







 繰り返し圧縮試験の結果から導入した設計式を，図 5.16と写真 5.4および写真 5.5に示す
ように重錘を用いた落下実験によって照査する。重錘落下実験は，同じ箇所に繰り返し落下
させる関係上，固定した落下装置を用いた。重錘重量 1kN，最大落下高さは 10m である。落
下後の発泡スチロールの状況を写真 5.6～写真 5.8 に示す。重錘に取り付けた加速度計の値
より，速度，貫入量および重錘衝撃力を求め，設計式との照査を行った。繰り返し重錘落下
実験の結果は，表 5.10と図 5.17に示した。発泡スチロールの密度は，200N/m3である。 
  表 5.10 に示したように設計式による衝撃力は，重錘衝撃力を大きく下回る結果となった。




                    図 5.16 重錘落下実験模式図 
 
        
写真 5.4 重錘実験装置               写真 5.5 重錘と落下装置 
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                表 5.10 重錘落下実験と設計式による衝撃力  
重錘 落下回数 落下高さ
(m) 
重 錘 衝 撃
力(kN) 









1 9 61.6 50 67.9 - 
2 4 50.9 45 32.5 40 
3 4 53.8 44 32.5 40 
4 4 54.4 44 32.5 40 
5 4 53.8 44 32.5 40 
- 6 62.2 44 32.5 40 
 
 











写真 5.6 発泡スチロールの落下後の状況（1） 
 
           写真 5.7 発泡スチロールの落下後の状況（2） 
 




















図 5.18 予備発泡粒圧縮のモデル化 
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写真 5.9 予備発泡粒（×35）        写真 5.10 予備発泡粒（×75） 
 
    






















 一般的に 2 回目以降の落下では，設定した厚さの 80%が復元すると考えて，復元式より衝
撃力が 1 回目落下を下回ることが望ましい。 
 以上の点を図 5.19のフローチャートに示す。 
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本論文では，以下の 4 項目に示す落石対策の課題について提案した。 
①  落石運動エネルギーの推定方法 
②  落石跳躍量の予測方法 
③  落石予防対策工の信頼性評価 
④  新たな落石防護対策工の必要性 
 
「落石防護対策の落石調査・設計方法および工法選定に関する実態調査」において，これ





表 6.1 「落石防護対策の落石調査・設計方法および工法選定に関する実態調査」の記載 1) 

































 表 6.2 設計条件の設定に関する問題点と著者の現時点における対応および今後の課題 

































































































































表 6.3 落石シミュレーションに関する問題点と著者の現時点における対応および今後の課題 




























































































表 6.4 落石対策工の設計方法に関する問題点と著者の現時点における対応および今後の課題 

















































































































① 落石運動エネルギーの推定方法（第 2 章） 
② 落石跳躍量の予測方法（第 3 章） 
③ 落石予防対策工（岩接着モルタル工法）の評価（第 4 章） 
















































































項目（信頼性，3 次元化，植生・樹木の考慮），落石対策工の設計方法に関する事項が 2 項目
（予防対策工，防護対策工）である。 
 


































 第 4 章 落石予防対策工の信頼性評価では，第二建設株式会社の入江義明氏，宇賀田登氏，
福井市企業局の中野秀明氏に多くのご支援とご協力を賜りました。また，第 5 章 新たな落
石防護対策工の提案では，株式会社クボタの森崎充氏，中野明氏，積水化成品工業株式会社
の前育弘氏に，多くのご助言とご指導を頂いております。ここに深くお礼申し上げます。 
 最後に，研究成果を引用させて頂いた多くの文献著者の方々に深く感謝申し上げます。 
